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研究成果の概要（和文）：　本研究は、アジア・アフリカの教育政策-実践連携に関し、4年間（繰越含め5年）
推進してきた、マレーシア、タンザニア、ザンビア、ウガンダ、ケニア、ガーナ、カンボジア、ベトナム、マラ
ウィ、インドネシア、バングラデシュ、ベトナム、南アフリカ共和国、エチオピアの国際比較研究である。
　本研究では、アジアとアフリカ諸国にありうる教育政策と実践の間にあるギャップについて、具体的に浮き彫
りにした。さらに、このギャップの存在の指摘は、政策-実践連携が必要で、連携を図るための媒介が機能する
余地があるとした本科研の当初の視点が適切なものであったことを証明した。

研究成果の概要（英文）：  This international comparative study has been promoted for four years 
(five years including carry-over) with regard to education policy-practice cooperation in Asia and 
Africa: Malaysia, Tanzania, Zambia, Uganda, Kenya, Ghana, Cambodia, Vietnam, Malawi, Indonesia, 
Bangladesh, Vietnam, Republic of South Africa and Ethiopia.
  The study highlights the gap between education policies and practices in Asian and African 
countries concretely.Furthermore, the pointing out of the existence of this gap proves that the 
original perspective of this study, which stated that policy-practice collaboration was necessary 
and that there was room for a functioning medium for collaboration, was an appropriate one.

研究分野： 教育開発論

キーワード： 教育政策-実践連携　アジア・アフリカ

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究成果の学術的意義は、対象国群のあり方からみるに、政策と実践の間には、大きな溝があるほうが常態、
前提であると考えた方がいいこと、またこのギャップを埋めるための政策-実践連携が実際に存在、何らかの媒
介が機能する余地があることを明らかにした点である。またこのことは政策と実践の間にある媒介的存在へのイ
ンプット可能性が示されたことになる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
申請者における、途上国における教育政策と実践の連携に関する当初の研究においては、トップ
ダウンで矢継ぎ早に新政策を課す政策側と、人材や資金、ノウハウ不足を理由に、政策実装でき
ない実践側とには不整合があることは確かに認められた。しかし他方で、現場レベルの実践の詳
細な観察で、校長や教師が現場判断で能動的に学校改善を行い、学習成果を向上させた事例もあ
ることが見出された。例えば、校長が連邦政府にあるが活用されない政策文書を実践に適用する
よう尽力したり（エチオピア）、教育行政側が現場の実態に即した施策を促進したり（タイ）等、
政策と実践が何らかの形で有機的に繋がっていたのである。この結果は、「トップダウンの政策
が奏功しない」また「現場の知見を政策立案へボトムアップできていない」という、従来広く共
有されてきた批判的見方を覆し、上記のような政策と実践との連携が良好な事例は、既に一定数
存在していることが明らかにされた。こうした研究の背景をもとに本研究では、以下二点の研究
設問を設定し研究を推進することとした。 
 
a) それら良好な教育政策-実践連携には、いかなる成果創出構造があるのか。 
 
b) 良好な学習成果を生み出せる実践あるいは枠組みが持続、広く国内に普及するための連携手
法、連携推進・阻害要素等は何か。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、上記、教育政策論と実践論が融合する事例の中に、学習成果を生む政策-実践接連携
の有益性が存在すると考え、学習成果改善への連携を実現している政策担当者や校長、教師らの
発想、理念、実践の進め方、教授方法の改善等、多面的分析を行うこととした。これにより下記
3 点の研究目的を設定した。 
 
① アジア・アフリカ諸国における前期中等教育に焦点を当てた政策-実践連携の構造解明 
本研究では現在、大量の初等教育修了者が中等教育に進学した結果として、教育の質の低下問題
を抱えるアジア・アフリカ諸国 14 か国（マレーシア、タンザニア、ザンビア、ウガンダ、ケニ
ア、ガーナ、カンボジア、ベトナム、マラウィ、インドネシア、バングラデシュ、ベトナム、南
アフリカ共和国、エチオピア）において、既に学習成果改善につながり得る政策-実践連携を実
現させた場所で、現地研究者の協力を得ながら、その政策-実践連携の政策担当者や現場の校長、
教師の発想、理念、環境整備、実践方法の改革に関するデータ収集を行う。まずこれを徹底的に
記述、分析することにより、連携促進要因は何であったか、また連携への阻害を乗り越え得た取
組みや理由を分析、さらに政策-実践連携上の課題（財政難、政治的脆弱性、教員の質等）と効
果（成績改善、興味関心増加等）を析出する。ここでは記述的研究から各国の特性を浮き彫りに
することに努め、地域間比較の基盤となる、政治的背景、制度、経済情報も盛り込んだ地域教育
モノグラフを形成、政策-実践連携構造解明の素材とする。 
 
② 途上国の学習成果改善にとって有効な政策-実践連携のあり方の研究 
①において形成された地域教育研究モノグラフを基に、実践の特徴を踏まえて類型化し、地域間
比較分析を行う。例えば、a)学校や地域側すなわち教育現場から主体的に政策連携を求めるアプ
ローチ、b)政府が現場の状況に鑑みて連携を行うアプローチ、c)NGO が連携を仲介するアプロ
ーチ等を軸とし、連携事例が持つ特徴を整理する。連携の促進・阻害要因の共通性や特殊性を考
慮し、地域間・事例間の比較を行い、構造、要因分析を深めることで、効果的な政策-実践連携
を通じた学習成果創出構造や政策的示唆を導出する。また他国の参考にもなる仮説的政策-実践
連携モデル生成も行う。 
 
③ 新調査技法｢研究-政策-実践担当者協働ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ｣に基づく学術的･政策的示唆の共有 
本研究は、「研究-政策-実践担当者協働フィールドワーク」を基本に、途上国の教育現場に実際に
裨益するような革新的研究方法論を構築する。従来の研究者に加えて、現場の教師や行政官も観
察者に加わる。連携事例に関する詳細なモノグラフを踏まえ、類型化、構造・要因分析を進め、
その結果を参加する研究者が持つ比較教育学、教育教科学、教育社会学、国際教育協力論等、分
野専門性を活かした立場から相乗効果を持たせるべく国際比較分析をし、総合的な検証を行う。
得られた知見は連携主要関係者、国際機関や NGO 等政策実践共同参画者とも知見共有・循環
を図り、効果的な「連携」への示唆を提供する。 
 
 
 



３．研究の方法 
 
本研究では、上記目的を達するため、研究方法の３段階を採用、遂行した。 
第一段階：〔モノグラフ化〕各研究者は比較分析に向けたデータ収集のため、担当する国の現地
研究者、教育行政官、校長・教師らとともに、教育政策-実践連携プロセスの現地調査を実施、
当該国の背景を含む、連携に至った動機や連携発展の構造を解明する。加えて、行政官や教員の
現実的視点からの知見を反映しつつ、各事例の徹底した記述研究を行う。 
第二段階：〔類型化・要因分析〕各国事例分析研究会を行い、現地の意見を取り入れながら、調
査対象地域で政策-実践連携が成功した要因、問題点、今後の発展性などについて、多面的に類
型化分析し、地域間比較を行う。関連学会において発表を行う。 
第三段階：〔総合化・成果共有・再分析〕それまでの国別チーム主体の連携事例の分析に、各研
究者が持つ分野専門性を踏まえた検討を加える。国際シンポジウムを開催し、研究結果を共有す
る。ここでは教育行政官、教員、国際機関・NGO 職員等の参加を得て、学術的検討のみならず政
策的示唆を含む政策-実践連携の重要性について理解を深め、批判的検討をも含む今後の展開可
能性について広く議論を行う。これらを受けて、研究を総合する。上記目的と方法を完遂するこ
とによって、本研究の学術的独自性は、(1)申請者及び関連研究者らによるこれまでの政策的知
見と実践的知見を総合することで、これまでにない政策と実践の接合部を照射すること、(2)研
究者に加え、教育行政官、教員が広く参画することで、実効性の高い研究成果を創出する点。独
創性は、政策研究と実践研究の連携部に焦点を当てるのみならず、革新的手法により、多角的・
多面的な政策示唆に富んだ研究成果を生み出すことができる点。以上の二点の独自性を打ち出
すことを企図した。 
 
４．研究成果 
 
上記により、マレーシア、タンザニア、ザンビア、ウガンダ、ケニア、ガーナ、カンボジア、ベ
トナム、マラウィ、インドネシア、バングラデシュ、ベトナム、南アフリカ共和国、エチオピア
の事例研究を遂行した。 
結果、アジア・アフリカの対象国群の政策-実践連携のあり方を概観してみると、政策と実践の
間には、大きな溝があるほうが常態、前提であると考えた方がいいことがわかった。ケニアの事
例において指摘された、ノンフォーマル教育の承認、不承認についての基準の整備不足は、政策
側が実践側の実態を踏まえることができていない事例といえるし、カンボジアの事例で指摘さ
れた「教員は私塾が公教育を支えていると認識はしながらも、あくまでサブとして認識していた」
という事象についても、公教育の担い手でありつつ、私塾の拡大を切り離して考えている教員の
あり方は、教育政策-実践連携における、あるべき姿と実態との乖離を招く可能性もある意識の
あり方であろう。マラウィの事例でも、教師が行う有償の補習授業が「公式には禁止されている
が、政府も黙認している。政策、教員、学習者のニーズが短期的な視座において一致した結果、
断続的に質が低下する構造が生成され」ていると析出している。子どもをコアにおいて考えれば、
私塾の拡大は、公教育にとっても学習改善をしなければならない契機であるが、ケニア、カンボ
ジア、マラウィの事例研究は、アジアとアフリカ諸国にありうる政策と実践の間にあるギャップ
について、具体的に浮き彫りにした。 
また、このギャップの存在の指摘は、政策-実践連携が必要で、連携を図るための媒介が機能す
る余地があるとした本科研の当初の視点が適切なものであったことを物語る。 
 
政策-実践連携における実践概念の捉えなおし 
さらにガーナの事例では、有償の補習授業でも保護者の 9割がその実施を支持するなど、実践と
いう概念の中に保護者やコミュニティが入っていることがうかがわれる。タンザニアの事例に
おいても、学校戦略実施計画を作成することを通じて、校長-教員間、学校-保護者間の関係性に
言及されている。これは南アフリカやバングラデシュにおける対話のプロセスでも同様であり、
政策-実践連携における実践の概念を拡大し、政策-学校-地域-保護者の連携をつくっていくプ
ロジェクトが必要になるのではないかという示唆がなされた。これまで、教室内のプロジェクト、
コミュニティのプロジェクトと、それぞれが独立した形で進められていたと考えるが、それらを
連結させるような援助のやり方は、現場の人々の責任分担を軽減させ得るのではないだろうか。
また、そうした方法は、途上国における政府の力の弱さをカバーすると考えられる。 
また、ザンビアの事例からもわかるように、教師が自分の授業を見られることに抵抗があるとい
うことなどについても、コミュニティに学校を見られることが常態化すれば、そうした抵抗も取
り払われていくと考えられる。 
 
比較事例研究を通じた教育輸出の可能性 
本事例群を比較したとき示唆されるのは、ある国で優れた実践が成果を挙げたため、また別の国
に輸出しようとしたとき、複雑な調整が必要になるということである。例えば、勤務時間以外で
も時間を増し加えるような調整が可能であったエチオピアのチュートリアルは、それを嫌気し
た南アフリカでは、よほどの調整作業がなければ導入ができないだろう。また、ウガンダの事例
からもわかるように、政策はできたが、実施に関しては要請にとどまり、現場の校長が工夫する、



というシステムのところに、基準を作って守らせる、というベトナムのように、どちらかといえ
ばトップダウンの形で政策と実践の連携を図ろうとするベトナムのやり方はそぐわないだろう。
そういう意味では、今後、途上国の教育政策に対して、細かく、多数の選択肢を提示していける
かが、本研究の示す政策的示唆となる。 
また、同じレッスン・スタディでも、インドネシア型とベトナム型で、全く異なる政策-実践連
携のあり方があるが、どちらも国内で広がりを持とうとしているので、アダプタビリティに関す
るさらなる議論を行う余地ができた。 
 今後は、上記述べた通り、「実践」という言葉を捉えなおしたうえで、コミュニティと学校が
かかわっていけるかという視点からの研究が待たれる。 
 
 
本研究成果は、2020 年度、2021 年度にそれぞれ発刊された『国際教育協力論集』の特集Ⅰ、特
集Ⅱとしてまとめられ、広島大学教育開発国際協力研究センターのホームページから無償でダ
ウンロードが可能になっている。 
 
 



５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕　計30件（うち査読付論文　21件／うち国際共著　12件／うちオープンアクセス　9件）

2020年

2020年

2020年

2020年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 該当する

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ザンビアによる授業研究活動スケールアップ（他地域展開）政策の進捗ーコレクティブ・インパクト・ア
プローチによる課題解決の試み

国際教育協力論集 27-40

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 該当する

 ４．巻
石田洋子、ムソンダ・ルチェンベ、ペギー・ムワンザ、ギフト・マサイチ、ペギー・サマ 23-1

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
マレーシア国ペナン州の特別支援教育における授業研究の事例

国際教育協力論集 5-12

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 該当する

 ４．巻
小澤大成、三浦聡子、アズナン・チェ・アフマド 23-1

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
学習成果改善のための政策ー実践連携の取り組みータンザニア国ナムトゥンボ県の中等学校の事例から

国際教育協力論集 13-26

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 オープンアクセス  国際共著
オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
吉田和浩、ウィリー・L・コンバ、ンカレニカ・L・ムゴンダ 23-1

 １．著者名

アフリカ・アジアにおける教育政策ー実践連携

国際教育協力論集 1-4

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 ４．巻
吉田和浩、日下部達哉 23-1

 １．著者名

 ２．論文標題  ５．発行年



2020年

2020年

2020年

2020年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
SDGs 時代の教育普遍化と格差の開発研究

国際開発研究 5-20

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） 該当する

 ４．巻
小川未空・坂上勝基・澤村信英 29-2

 １．著者名

10.1177/2158244020924049

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Improving the Efficacy of English Instruction at Qawmi Madrasas(Islamic Seminaries) in
Bangladesh

Sage Open 1-15

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Azam Md Golam, Tatsuya Kusakabe 10-2

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
バングラデシュ農村の経済・社会格差縮減に対する教育開発の貢献―20年間の縦断的研究結果から
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Ishida Yoko、Kusakabe Tatsuya、Ozawa Hiroaki、Ishak Nor Asniza、Malik Shaik Abdul、Ismail Bin
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
A Comparative Study of Curriculums for Education for Sustainable Development (ESD) in Sweden
and Japan

Sustainability 1-16

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
Ulf Fredriksson, Kanako N. Kusanagi, Petros Gougoulakis, Yaka Matsuda and Yuto Kitamura 12-3

 １．著者名



2019年

2019年

2019年

2019年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
アフリカ人留学生の受け入れに関する一考察―日本の大学選定過程の分析を中心に

国際教育協力論集 15-31

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 該当する

 ４．巻
佐久間茜，川口純 22-1

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Scaling up lesson study in urban and rural schools to realize sustainable, inclusive teacher
professional development in Zambia

CICE Series 247-269

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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School to work in the rural area of Madagascar: upper secondary school children’s aspiration in perspective of the new
education policy

 １．発表者名
Andriariniaina, F. R. and Sawamura, N

 ３．学会等名

 ２．発表標題



2019年

2019年

2019年

2019年

 ３．学会等名

 ３．学会等名
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